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 (3)おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例（平成３１年おいらせ町条例第５号） 

   新旧対照表（抜粋） （第３条関係） 

改 正 後 現 行 

第３条 おいらせ町町税条例の一部を次のように

改正する。 

 

 

  附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」

に改め、同条に次の１項を加える。 

 ５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に

掲げる３輪以上の軽自動車のうち、自家用の

乗用のものに対する第８２条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が令和３年４月１日

から令和４年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽

自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令

和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第

２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

   （後略） 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年４月１日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中おいらせ町町税条例第３４条の

７の改正規定並びに同条例附則第７条の４、

第９条及び第９条の２の改正規定並びに次

条第２項から第４項までの規定 令和元年

６月１日 

 (2) 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）

及び附則第７条の規定 令和元年１０月１

日 

 (3) 第２条中おいらせ町町税条例第３６条の

２中第９項を第１０項とし、第８項を第９項

とし、第７項を第８項とし、第６項の次に１

項を加える改正規定並びに第３６条の３の

２、第３６条の３の３及び第３６条の４第１

第３条 おいらせ町町税条例の一部を次のように

改正する。 

  第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡

夫又は単身児童扶養者」に改める。 

  附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」

に改め、同条に次の１項を加える。 

 ５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に

掲げる３輪以上の軽自動車のうち、自家用の

乗用のものに対する第８２条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が平成３３年４月１

日から平成３４年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には平成３４年度

分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動

車が平成３４年４月１日から平成３５年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成３５年度分の軽自動車税の種別

割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

   （後略） 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年４月１日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中おいらせ町町税条例第３４条の

７の改正規定並びに同条例附則第７条の４、

第９条及び第９条の２の改正規定並びに次

条第２項から第４項までの規定 平成３１

年６月１日 

 (2) 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）

及び附則第７条の規定 平成３１年１０月

１日 

 (3) 第２条中おいらせ町町税条例第３６条の

２中第９項を第１０項とし、第８項を第９項

とし、第７項を第８項とし、第６項の次に１

項を加える改正規定並びに第３６条の３の

２、第３６条の３の３及び第３６条の４第１



９９ 

改 正 後 現 行 

項の改正規定並びに附則第３条の規定 令

和２年１月１日 

 (4) 削除 

 

 

 (5) 第３条及び附則第８条の規定 令和３年

４月１日 

 

 （町民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の

規定による改正後のおいらせ町町税条例（以下

「新条例」という。）の規定中個人の町民税に関

する部分は、令和元年度以後の年度分の個人の

町民税について適用し、平成３０年度分までの

個人町民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３４条の７並びに附則第７条の４及

び第９条の２の規定は、令和２年度以後の年度

分の個人の町民税について適用し、令和元年度

分までの個人の町民税については、なお従前の

例による。 

３ 新条例第３４条の７第１項及び附則第９条の

２の規定の適用については、令和２年度分の個

人の町民税に限り、次の表の左欄に掲げる新条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第３４条

の７第１

項 

特例控除

対象寄附

金 

特例控除対象寄附

金又は同条第１項

第１号に掲げる寄

附金（令和元年６月

１日前に支出した

ものに限る。） 

附則第９

条の２ 

特例控除

対象寄附

金 

特例控除対象寄附

金又は法第３１４

条の７第１項第１

号に掲げる寄附金

（令和元年６月１

日前に支出したも

のに限る。） 

送付 送付又はおいらせ

町町税条例等の一

項の改正規定並びに附則第３条の規定 平

成３２年１月１日 

 (4) 第３条中おいらせ町町税条例第２４条の

改正規定及び附則第４条の規定 平成３３

年１月１日 

 (5) 第３条（前号に掲げる改正規定を除く。）

及び附則第８条の規定 平成３３年４月１

日 

 （町民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の

規定による改正後のおいらせ町町税条例（以下

「新条例」という。）の規定中個人の町民税に関

する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人

の町民税について適用し、平成３０年度分まで

の個人町民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３４条の７並びに附則第７条の４及

び第９条の２の規定は、平成３２年度以後の年

度分の個人の町民税について適用し、平成３１

年度分までの個人の町民税については、なお従

前の例による。 

３ 新条例第３４条の７第１項及び附則第９条の

２の規定の適用については、平成３２年度分の

個人の町民税に限り、次の表の左欄に掲げる新

条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第３４条

の７第１

項 

特例控除

対象寄附

金 

特例控除対象寄附

金又は同条第１項

第１号に掲げる寄

附金（平成３１年６

月１日前に支出し

たものに限る。） 

附則第９

条の２ 

特例控除

対象寄附

金 

特例控除対象寄附

金又は法第３１４

条の７第１項第１

号に掲げる寄附金

（平成３１年６月

１日前に支出した

ものに限る。） 

送付 送付又はおいらせ

町町税条例等の一



１００ 

改 正 後 現 行 

部を改正する条例

（平成３１年おい

らせ町条例第５号）

附則第２条第４項

の規定によりなお

従前の例によるこ

ととされる同条例

第１条の規定によ

る改正前のおいら

せ町町税条例附則

第９条第３項の規

定による同条第１

項に規定する申告

特例通知書の送付 

４ 略 

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改

正後のおいらせ町町税条例（次項及び第３項に

おいて「２年新条例」という。）第３６条の２第

７項の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以

後に令和２年度以後の年度分の個人の町民税に

係る申告書を提出する場合について適用し、同

日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後

に令和元年度分までの個人の町民税に係る申告

書を提出する場合については、なお従前の例に

よる。 

２ ２年新条例第３６条の３の２第１項（第３号

に係る部分に限る。）の規定は、附則第１条第３

号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受ける

べき町税条例第３６条の２第１項に規定する給

与について提出する２年新条例第３６条の３の

２第１項及び第２項に規定する申告書について

適用する。 

３ ２年新条例第３６条の３の３第１項の規定

は、附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日

以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改

正する法律（平成３１年法律第６号）第１条の規

定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第

３３号。以下この項において「新所得税法」とい

う。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金

等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。）について提出する２年新条

部を改正する条例

（平成３１年おい

らせ町条例第５号）

附則第２条第４項

の規定によりなお

従前の例によるこ

ととされる同条例

第１条の規定によ

る改正前のおいら

せ町町税条例附則

第９条第３項の規

定による同条第１

項に規定する申告

特例通知書の送付 

４ 略 

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改

正後のおいらせ町町税条例（次項及び第３項に

おいて「３２年新条例」という。）第３６条の２

第７項の規定は、同号に掲げる規定の施行の日

以後に平成３２年度以後の年度分の個人の町民

税に係る申告書を提出する場合について適用

し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同

日以後に平成３１年度分までの個人の町民税に

係る申告書を提出する場合については、なお従

前の例による。 

２ ３２年新条例第３６条の３の２第１項（第３

号に係る部分に限る。）の規定は、附則第１条第

３号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受け

るべき町税条例第３６条の２第１項に規定する

給与について提出する３２年新条例第３６条の

３の２第１項及び第２項に規定する申告書につ

いて適用する。 

３ ３２年新条例第３６条の３の３第１項の規定

は、附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日

以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改

正する法律（平成３１年法律第６号）第１条の規

定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第

３３号。以下この項において「新所得税法」とい

う。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金

等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。）について提出する３２年新



１０１ 

改 正 後 現 行 

例第３６条の３の３第１項に規定する申告書に

ついて適用する。 

第４条 削除 

 

 

 

 

 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第５条 新条例の規定中固定資産税に関する部分

は、令和元年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、平成３０年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第６条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分

は、令和元年度分の軽自動車税について適用し、

平成３０年度分までの軽自動車税については、

なお従前の例による。 

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１

条第２号に掲げる規定による改正後のおいらせ

町町税条例（以下「元年１０月新条例」という。）

の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分

は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得さ

れた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動

車税の環境性能割について適用する。 

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別

割に関する部分は、令和２年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用する。 

第８条 附則第１条第５号に掲げる規定による改

正後のおいらせ町町税条例の規定は、令和３年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について

適用し、令和２年度分までの軽自動車税の種別

割については、なお従前の例による。 

条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書

について適用する。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による改

正後のおいらせ町町税条例第２４条第１項（第

２号に係る部分に限る。）の規定は、平成３３年

度以後の年度分の個人の町民税について適用

し、平成３２年度分までの個人の町民税につい

ては、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第５条 新条例の規定中固定資産税に関する部分

は、平成３１年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し、平成３０年度分までの固定資産

税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第６条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分

は、平成３１年度分の軽自動車税について適用

し、平成３０年度分までの軽自動車税について

は、なお従前の例による。 

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１

条第２号に掲げる規定による改正後のおいらせ

町町税条例（以下「３１年１０月新条例」とい

う。）の規定中軽自動車税の環境性能割に関する

部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取

得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽

自動車税の環境性能割について適用する。 

２ ３１年１０月新条例の規定中軽自動車税の種

別割に関する部分は、平成３２年度以後の年度

分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第８条 附則第１条第５号に掲げる規定による改

正後のおいらせ町町税条例の規定は、平成３３

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割につい

て適用し、平成３２年度分までの軽自動車税の

種別割については、なお従前の例による。 

 

  


